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宗教性の測定における共通性
―3回のインターネット調査の経緯―

川　端　　　亮

１.はじめに

宗教性（religiosity）とは、宗教に関わる信念や知識、経験、行動などの多様な側面を

含むものである。「複数のあるいはほとんどの宗教と呼ばれる現象に共通するような性格

の事柄に対する表現として意識されることが多い」（井上 2005、210）と言われる場合に

は、「聖なるもの」や「スピリチュアリティ」の議論などのように、宗教の普遍的な性質

というような意味合いで使われる用語である。

しかしここで安易に「普遍性」や「共通性」ということばを使うと、多くの研究者か

ら非難を受けることだろう。完全に普遍的な宗教性があるならば、「日本とアメリカの宗

教性は共通する」という言い方は可能であるが、実際には「宗教性は日本とアメリカで

は異なる」という言明の方が、より頻繁に目にするからである。

また、計量研究の分野では、個人の宗教性という言い方もする場合もあり（この場合は、

個々人の宗教性がある程度異なっていることを含意する）、尺度の一つとして取り上げら

れることも多い。尺度の得点を平均的に集約したり、一部の特徴を強調してある特定教

団の宗教性や日本人の宗教性、アメリカ合衆国の宗教性という言い方をする場合もある。

つまり宗教性という言葉の使い方は研究目的や文脈によってさまざまであり、共通性と

いう場合には、どの範囲のどの側面なのかを慎重に考えなければならない。

本稿は計量研究の手法による宗教性の研究であり、宗教の共通する部分を探索するも

のではあるものの、それが宗教に関わる広い範囲で完全に共通であることを意味しない

し、その広がりも世界中の国に普遍的であるとまでは言うことはできない。

宗教的信念と行動がかなり強く結びついているアメリカのケースもあれば、日本のよ

うにいくつかの宗教的としか見えない行動が宗教的な信念や知識と結びついていない

ケースもある。もっとも典型的なものは、多くのキリスト教式の結婚式であり、お盆や

お彼岸の墓参りや上棟式、初もうでなどの行動もそれほど確固とした宗教的信念に基づ

いて行われていないケースも多いだろう。

このように宗教の全体を細部にまで目を配ってみてみると、各国の宗教や宗教文化、

宗教性は多様であり、とくに日本の場合を考えると、ユダヤ＝キリスト教の伝統がある

欧米の国々とその要素はかなり異なる構成、組み合わせ方であるように思われる。宗教
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は全体的に見れば各国によって異なり、それが各国独自の宗教文化として表れているの

で、宗教性も多様であると考えられる。そして、日本の宗教研究は、わが国の宗教文化

の特異性を前提に行われてきたといえるだろう。

一方で異なる宗教文化の国や地域をまたがる共通な尺度を見出すことができれば、そ

れは宗教研究に役立つだろうか。もちろん、それは宗教性の一部分であり、全体ではな

いだろう。ここでは、必ずしも１つの尺度だけが存在するという前提ではないので、宗

教性の尺度が複数あることも想定している。ここで共通するという意味は、対象とする国、

宗教、宗教文化において、より信仰心を持っているもののほうが、より信仰心を持たな

いものに比べて、より賛成する（否定的なものには反対する）宗教に関わる言明のセッ

トであり、いくつかの言明（質問文）による共通する尺度を作成するということである。

たった一つでも共通する宗教性の尺度があれば、宗教研究にどのようなメリットをも

たらすだろうか。以下の４点が考えられる。

第一に、国際比較研究に非常に役立つ。グローバル化に伴い、国際比較研究が盛んに

おこなわれている。1980 年代より国際比較のための大規模な社会調査が実施されるよう

になってきた。1981 年から始まったヨーロッパ価値観調査と世界価値観調査、1985 年

より始まった ISSP (International Social Survey Programme) 調査などによって、数十カ

国が参加する各国を比較する国際比較研究が行われるようになり、数多くの分析結果が

出版されている。そこでは、各国の宗教性を共通の質問文で測り、国際比較する計量分

析が行われている。その成果は数多い。しかしながら、そこで用いられる質問文で測ら

れる宗教性の測定は、日本でもアメリカでも同じといえるのだろうか。日本の研究者の

多くは、そもそもそのような質問文はユダヤ＝キリスト教の文化に基づくもので、日本

の宗教には当てはまらないと考えている。たとえば質問文では「神」(a God) が使われる

が、日本では神ということばを使うときも神々という場合も多いし、キリスト教の神と

は同じようなものを指すとはいいがたい (Manabe 2011)。
第二に、国際比較のみならず、日本国内の宗教教団の比較研究にも大いに役立つ。宗

教性の共通尺度が日本においてはどの教団の信仰者においても同じような平均値をとら

ないならば、すなわち仏教と神道の信仰者においてや、浄土系新宗教と法華系新宗教に

おいて宗教性の値が大きく異なる場合など、国内の教団間の比較が可能となる。そして

それはアメリカのギガチャーチの教会の信者の宗教性の値よりも大きいのか小さいのか

を比較することができる。あるいは、日本の創価学会の会員の宗教性の値とアメリカの

創価学会 SGI のメンバーの宗教性の値を比較するような研究も行うことができるだろう。

3 番目に、信仰者と信仰を持たないものの比較研究に役立つ。2 番目の利点を発展させ

れば、信仰者と信仰を持たないものの宗教性が異なる。このケースは、おそらく信仰者

がよりボランティア活動をするとか、より生活満足度が高いというような研究、すなわ

ち宗教性を独立変数とし、社会意識や行動との関連を明らかにし、宗教性の長所や短所

を明らかにする研究に役立つ。
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最後に入信過程の研究にも役立つだろう。宗教性の値がどのような経験によって、変

化していくのか、それはまた宗教文化が異なっても同じであるのか、などが検証できる

可能性がある。

以上の長所を考えて、宗教文化を超えた一つの尺度として共通する宗教性を抽出する

ことを試みた。その際には、宗教行動や宗教的な経験の側面ではなく、宗教に対する考

え方や感じ方である宗教的信念を中心に扱うことにする。これまでに 2011 年の日米調査

と 2015 年と 2016 年の 8 か国調査を実施し、この問題に取り組んできている。本論文は、

これら３回の調査の経緯と今後の課題をまとめて報告するものである。

２．調査方法の特徴

3 回の調査の方法については、いくつかの特徴がある。まず、質問文の作成については、

宗教教義や国内外の学術的な宗教理論を文献や事例から収集し、そこから宗教に対する

考え方を尋ねる質問文を作成した。そのような資料としては、

①　宗教理論 1)

②　特定宗教の教義 2)

③　宗教教義に関する啓蒙書など 3)

を用いた。日米比較を行うことを念頭に置き、日米両国で刊行されている書籍を優先した。

ついでそれらをデータベースに入力し、多くの教義や宗教理論に含まれる複数の宗教

概念間の関係をデータベース上で整理した。次に、同じデータベースにこれまでの宗教

性の研究で用いられてきた国内外の質問文を調べ（金児 1997, Hill and Hood eds. 1999, 
西脇 2004, 21st Century Center of Excellence Program 2003, 杉山 2004 など）、宗教概念

と質問文の相互関係を整理した。

ここでデータベースを活用する利点は以下の２点である 4)。第一に、各宗教文化によっ

て、God や神々などの各宗教固有の表現が使われるが、それを統一する必要がある。そ

のためには、宗教的な概念（たとえば「生命の生まれ変わり」）と各宗教文化での表現（「再

生」や「輪廻転生」）と対象者に尋ねられる質問文としての表現（「人は生まれ変わる」）

の 3 つのレベルにおいて、それぞれ理論的研究、教典類、先行研究の中から関連する要

素を抽出し、関連付ける必要がある。それぞれの宗教文化での表現とその上位にある宗

教概念、さらには具体的な質問文の対応関係を保持して検討するためには、データベー

スの関連づける機能が必要である。

第二に 3 つのレベルそれぞれの異同を網羅的に検討する必要があるが、候補となる宗

教上の要素は数百、これまでの使われた質問文は数千個にも上るであろうから、その組

み合わせは膨大な数で、コンピュータの助けなしに網羅的な検討は困難である。データ

ベースを活用し、組織的、系統的に検討するより他に方法はない。

以上の点でデータベースの利用は不可欠である。データベースを用いて概念と関連付
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けながら質問文を検討していった。とくに調査する国によって等価な質問文となるよう

に、本調査の質問文においては、宗教伝統、宗教文化によらない一般的用語を使うよう

に努力した。しかし、「神」や「仏」などの超越的あるいは、神聖な対象を指す言葉を一

般的なことばに置き換えることはできなかったため、以下のような注釈をつけて調査を

実施した。

この調査は国際比較研究の一環として実施しています。そのため、特定の文化や宗

教などに偏らないような表現をあえて用いていますので、質問の中には聞きなれな

い言葉やあいまいな言葉が含まれている場合がございます。ご自分の信仰や考え方

に従って、あてはまるものをお答えください。

あなたは、次のそれぞれについて、賛成しますか。あてはまるものを選んでください。

※「神」や「魂」という言葉を含んだ質問がありますが、これは特定の宗教教義の

用語ではなくあくまでも一般的な表現です。あなた自身が「神」や「魂」という言

葉で考えることに置き換えて、お答えください。

回答者に提示された選択肢は、「反対」、「どちらかというと反対」、「どちらともいえな

い」、「どちらかというと賛成」、「賛成」のほかに、「答えたくない」という選択肢と「意

味が理解できない」という選択肢を設けた。本調査研究の場合、多くの質問文が新たに

作られていること、そしてそれらの質問文が対象とする国の言語に翻訳された後に同じ

意味を伝えていることが望ましいが、各国によって、「神」や「霊」などの指すものは異

なるので、質問文が理解されたかどうかを確認するために「意味が理解できない」とい

う選択肢を用意した。また、質問項目それぞれについて、「コメント欄」として自由回答

欄をつけ、疑問や意見がある場合は記載してもらうこととした。ただし、自由回答は必

須回答とはしていない。

３．2010 年日米比較調査

データベースを用いて、100 項目を精選し、調査を実施した。用いた質問文は表１と

後掲の表３の「2010 年日米比較調査」の列において、〇が付されている質問文である。

調査は、2010 年、アメリカ及び日本の調査会社に委託して、インターネットを用いて行っ

た。調査会社の提携パネル総数は全世界で 500 万以上（うち、日本の調査会社のパネル

総数は 50 万以上）であるが、ここからアメリカ・日本とも 600 人以上を目標にリクルー

ティングを行った。対象者の割り当て方法は、日米で同じである。性別は半分ずつ割り

当て、アメリカの男性が 331 人、女性が 334 人、日本の男性が 355 人、女性が 362 人の

回答を得た。年齢は、20 歳から 69 歳までを対象とし、20 歳代から 60 歳代まで 10 歳刻
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みで、均等に割り当てた。回答者の中でもっとも少ないのが 30 歳代の 269 人で、最も

多いのが 40 歳代の 289 人である。回答者は、アメリカが 665 人、日本が 717 人で、合

計 1382 人である。オンライン調査としては、日本では 50 歳以上はまだインターネット

の利用率が低く、特に偏りがあると言われ、調査方法としての 50 歳未満に限定する方が

望ましいかもしれないが、日本においては年齢が高くなればなるほど、宗教を信じる傾

向が強く、20 歳代で信仰を持っている人は、10％程度であるが、60 歳代になると、お

よそ半数となり、70 歳代になると、60％に達するという傾向があるため、60 歳代まで

を対象とした。

さらに信仰の有無を問うスクリーニングを行い、宗教を信じている「信仰者」、非信

仰だが宗教に関心のある「関心者」、信仰も関心もない「無関心者」の 3 つが均等にな

おかつそれぞれについて年齢も均等になるように割り当てた。その結果、回答者の内

訳は、宗教を信じている「信仰者」（米 224 人、日 234 人）、非信仰だが宗教に関心の

ある「関心者」（米 218 人、日 230 人）、信仰も関心もない「無関心者」（米 223 人、日

253 人）となった。そのように信仰区分と年齢で均等割り当て法を用いる理由は、「宗教

を信じている」と答える信仰者の比率が日米で大幅に違うからであり、また年齢構成が

両国で異なるからである。そのような宗教状況に断絶ともいえる差がある 2 国間の状況

においては、日本人全般とアメリカ人全般に共通する宗教性を見いだすことは、これま

での研究でも困難であった。それに対してこの日米比較調査では、DIF(differential Item 
Functioning) 分析の方法を用いて、アメリカ人・日本人にかかわらず信仰区分間で共通

傾向を示す宗教性を見いだすことを目標とした 5)。これが宗教文化を超えて共通な宗教

性を探求するためのまず最初のステップである。

データは、日米の信仰者に限定し、二元配置の分散分析を用いた DIF 分析によって、

共通する項目を選別した 6)。

二元配置の分散分析の結果、5％水準で交互作用項がなかった項目、すなわち non-
uniform DIF でなかった項目は 23 項目あった。ここで統計的検定の慣例に従えば 5％水

準で有意かどうかで線引きするのは妥当であるが、本研究のように探索的に日米で共通

性を示す質問項目を探索する場合には、可能性としてもう少し基準を緩めるということ

も考えられる。下位検定において信仰者か無関心者かという信仰区分の効果が日米で共

に統計的に有意な項目が他に 67 項目もあった 7)。

表１は、2010 年日米調査の質問文 100 項目のうち、2016 年調査で用いなかった 66 項

目の一覧である。2010 年日米調査で用いられ、その後の２回の調査で用いられていない、

上の 11 項目は、日米の２国間で共通性が見られない項目である。日米それぞれの国で異

なる意味を持つ項目といえる。また、2010 年日米調査と 2015 年調査に用いられ、2016
年調査に採用されなかった質問文 44 項目は、8 か国において、共通であることが示され

ていない項目である。多くは、共通ではない可能性が高い項目であるが、一部には共通

する可能性もあるが、2016 年調査の質問数に制限があって採用できなかった項目も含ま
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れている。

 
表 1　質問文一覧表　その 1
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４．2015 年調査

2013 年に科研費基盤研究 A の採択に伴い、研究組織を拡大した。宗教学や宗教哲学

を専門とする研究者を加え、再度質問項目を検討した。まず、上位に当たる宗教概念に

ついて、抜け落ちているものがないかを検討し、2010 年日米比較調査で共通とされた項

目にも留意して、186 項目を用いて調査した。表 2 はその中で、2015 年調査のみで尋ね

た質問文の一覧である。

調査は、インド、トルコ、日本、アメリカ、イタリア、台湾、タイ、ロシアの 8 カ国

を対象とし、調査会社を通してインターネット調査を実施した。対象国は、世界の主要

な宗教を信じている人が多い国を選び、なおかつインターネットで調査可能かどうかを

考慮した。すなわち、世界で一番信仰者数が多いキリスト教は、カトリックとしてイタ

リア、プロテスタントとしてアメリカ、ロシア正教としてロシアを対象とし、２番目に

信仰者が多いイスラムとしてトルコ 8)、3 番目に信仰者が多いヒンドゥーからはインドを

対象とした。仏教や道教などは信仰者数が世界的に見てあまり多いとはいえないが、異

なる宗教ということで対象とし、仏教はタイ、道教は台湾 9) を対象とした。　

調査票は日本語で作成し、翻訳会社に委託して翻訳を行った。インドは英語、トルコ

はトルコ語、アメリカは英語、イタリアはイタリア語、台湾は中国語繁体字、タイはタ

イ語、ロシアはロシア語に翻訳した 10)。

調査内容は、属性については、性別、年齢、職業、居住地、学歴で、アメリカについ

ては人種・民族を質問に追加した。宗教に関する意識項目は、全部で 186 項目であり、

そのうちの 183 項目は、3 グループに分け、61 項目ずつを対象者に質問した。第１グルー

プの回答者は 8 カ国で 3,053 人、第２グループの回答者は 2,969 人、第３グループの回

答者は 3,049 人である。

質問文につけたリード文は 2010 年日米比較調査と同じである。実施開始の時期はイン

ドとトルコが 2015 年 1 月で、その他の 6 カ国は、2015 年 3 月である 11)。

インターネットによる調査なので、調査対象者は決して各国を代表するサンプルであ

るとはいえない。しかしながらインターネットによる調査といえども、各宗教伝統を代

表する国々で宗教的信念を共通の質問で数多く質問する調査がない現状を考えれば、そ

の結果がどのようなものになるのかは興味が惹かれるであろう。

また、これ以降の調査研究が以前の 2010 年日米比較調査と違う点は、対象とする国

を増やしたことである。2 カ国を対象とする場合であれば、分散分析による DIF 分析も

有効な方法であるし、因子分析を用いることを考えると、２カ国の調査データに関して、

共通の因子があるかどうかを確かめるためには、多母集団同時分析を行い、検証すると

いう方法が考えられる。しかし、国の数が増えると（たとえば 2015 年調査のように 8
カ国にもなると）、すべての国で交互作用がない結果をえることは次第に難しくなるし、

8 カ国となると多母集団同時分析で共通の因子を抽出することは現実的には難しいだろ
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う。Van de Vijver らは、対象とする国々のデータを一つにまとめて因子分析し、ある因

子構造が確証されたらそれらの国々には共通の因子構造があると考える方法をとってい

る（Van de Vijver, Valchev, and Suanet, 2009: 55）。

表 2　質問文の一覧表　その 2
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この方法を採り、8 カ国のデータを因子分析し、共通の因子構造が成り立つかどうかを、

3 分の 1 の 61 項目において検討してみた。回答においては「意味が理解できない」と

いう回答もある程度の割合を占めたので、61 項目中 4 個以上「意味が理解できない」と

答えた人を削除した。その結果、分析に用いたサンプル数はインドが 307 人、トルコが

319 人、日本が 286 人、アメリカが 355 人、イタリアが 381 人、タイが 355 人、台湾が

351 人、ロシアが 339 人であり、8 カ国の合計は 2,693 人であった 12)。

これらの人を対象に、61 項目について主成分分析を行い、その結果を参考とし、因子

構造を仮定して、確証的因子分析を試みた。８カ国 2,693 ケースに対する確証的因子分

析の結果、4 因子モデルがデータに適合した 13)。しかしながら、４因子間の相互の相関

は高く、最も低い２因子間の相関が 0.343 である以外は、0.562 から 0.736 であり、因子

数が４とすることが適切であるかどうかは、さらなる検討が必要であろう 14)。

５．2016 年調査

2015 年度調査から 8 カ国で共通の尺度を構成する質問文が一定数以上あることは、ほ

ぼ確実だと思われた。しかし、2015 年調査では尋ねる質問文が 186 と多かったため、一

人の回答者にはそのおよそ 3 分の 1 の 61 項目と全員に共通の 3 項目を尋ねるという方

法をとった。やはり全員に尋ねることが必要で、共通質問文から精選して、90 項目を尋

ねた（表 3 参照）。選択肢は「反対」「どちらかというと反対」「どちらともいえない」「ど

ちらかというと賛成」「賛成」「意味が理解できない」「答えたくない」である。

実施開始の時期は 2016 年 3 月で、対象とした国は 2015 年調査と同じインド、トルコ、

日本、アメリカ、イタリア、台湾、タイ、ロシアの 8 カ国である。方法もまた 2015 年

調査と同じで、調査会社を通してインターネット調査を実施した。

調査票は日本語で作成し、翻訳会社に委託して翻訳を行った。なお、2015 年調査と同

じ質問文はそのままの翻訳を用い、翻訳を依頼した翻訳会社も同じである。

調査内容は、属性については、性別、年齢、職業、居住地、学歴で、アメリカについ

ては人種・民族を質問に追加した。また、宗教的信念を中心に宗教意識に関わる項目以

外にも宗教的多元主義、幸福度、利他性など宗教意識と関連が深いと考えられる項目も

含め、宗教性との関連をみることができる設計になっている。

質問文につけたリード文も 2010 年日米比較調査、2015 年調査と同じである。20 歳か

ら 59 歳までの男女を対象として、年代と性別で人口に比して割り当て、各国で 500 人以

上の回収を目指し、インド 537、トルコ 541、日本 571、アメリカ 520、イタリア 522、
タイ 513、台湾 552、ロシア 542 の有効回答を得た。

宗教に関する質問文 90 項目を 8 カ国すべてのデータで主成分分析し、その主成分の

固有値をスクリープロットした図が図 1 である（N は 2385）。大きな主成分が一つあり、

２番目以下の主成分の固有値は相当小さいことがわかる（主成分の固有値は 50.04 で寄
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与率は 55.6％）。この結果は、8 カ国全体で 1 つの主成分があるということができる。8
か国のそれぞれのデータを主成分分析しても、その寄与率は、インド 38.8％、トルコ

46.6% とこの 2 つの国は少し低いが、日本 58.7%、アメリカ 61.1%、イタリア 58.7%、

タイ 54.7％、台湾 50.2%、ロシア 49.6% であり、同じように大きな主成分があることが

わかる（図表は省略）。

 

図 1　2016 年調査　主成分分析のスクリープロット
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表 3　質問文の一覧　その 3
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表 3 は、2016 年調査の質問文である。2010 年日米比較調査と 2015 年調査でも使用し

た質問文には○をつけてある。この質問文の中で、第 1 主成分の値が .5 以下の質問文は、

「執着がなければ、人は本当の自由を感じることができる。」が .475 で、「世界が理不尽

に見えるのは、仕方のないことであり、「神」の責任ではない。」が .481 であった。ほか

には .5 台の質問文が、「人生のあらゆることの価値は、自分自身がそれをどう意味づけ

るかで決まる。」「人間は誰でも救われる可能性を有する。」「ある人が救われるかどうかは、

あらかじめ個別に決まっている。」の 3 つ、そのほかは .6 以上の高い値であった。

６．今後の課題

日本の宗教性は欧米の宗教とは異なるとはよく言われる。確かに表 1 で示したように、

日米において共通とならない質問項目はいくつもあり、表 1、表 2 でみられるように 8
カ国で異なると思われる質問項目もまた数多くある。しかしながら、慎重に精選していっ

た 2016 年調査の質問文 90 項目においては、8 カ国で大きな 1 つの主成分を抽出するこ

とができた。もちろん、この 90 項目が宗教性の共通する項目であるとは断定できないが、

その候補の一部であることは確かであろうし、90 項目がひとかたまりになることから、

少なくとも共通する宗教性が 1 つはあるのではないかと思われる。現在、共通する宗教

性の尺度が２つ以上ある可能性を追求するために、倫理的な項目や性格を測るような項

目を含む調査票を作成し、8 か国で調査を企画・実施している。

しかしながら、今後さらに検討すべき点は残されている。

これまでの調査では、質問文が「理解できない」という回答が少なくない。宗教文化

の異なる対象国に統一の質問をするために、その国の宗教文化を前提にした場合にある

程度の「理解できない」という回答が生じることはやむを得ないが、この回答の扱いが

難しい。10%、あるいは 20% 程度の「理解できない」という回答が出た場合に、その質

問文は削除するべきなのだろうか。「理解できない」という回答は信仰心がないと判断し

てもよいのだろうか。

また、分散分析を用いた DIF 分析や多母集団同時分析という分析方法は有効であるが

国の数が増えたときには、共通性を捉えるのが困難になる。さらに、質問文のそれぞれ

は 5 段階、あるいは 7 段階の選択肢で回答を行っているが、それらの選択肢が等間隔で

あるという保証はなく、また回答分布が正規分布しているとも限らない。これらの欠点

は多くの社会調査データに当てはまるが、どこまで許容されるのだろうか。

さらに根本的ではあるが、乗り越えがたい課題は、調査がオンラインの調査で特に高

学歴者に偏っていることであり、また各国のサンプル数が 500 程度であり、分析によっ

ては用いているケース数が 300 程度まで少なくなっている場合もあることなどから、大

規模で質の高い調査データをとることが望まれる。とくに欧米のキリスト教圏ではない

イスラムの国々やアジアや南米、アフリカの国々などのデータがあれば、より広い範囲
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での宗教の共通性を論じることができるだろう。

以上のような問題を含め、さらに研究を進めていくことが必要である。
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注

1）  堀一郎・小口偉一監修 (1973)、エリアーデ他 (1994)、國學院大學日本文化研究所編

(1994) などを参照した。

2）  教典類は、福音書、使徒信条、コーラン、敬神生活の綱領、大祓詞、PL 処世訓、万

人幸福の栞（丸山敏雄）などを参照した。

3）  大正大学宗教教科書翻訳プロジェクト編 (2008)、成美堂出版編集部編 (2008)、ロポフ・

バックルズ (2002) などを参照した。

4）  詳しくは川端 (2016) を参照。

5）  DIF 分析の方法について、田崎 (2008) がわかりやすい解説である。また、この日米

比較調査データにおいて、DIF 分析をどのように使ったのかについては、すでに渡辺・

黒崎・弓山 (2011) で詳細に説明されているので、参照していただきたい。

6）  等価性を検証する方法としては、分散分析を用いた DIF 分析、ログリニアを使っ

た DIF 分析、ロジスティック回帰分析を用いた DIF 分析、確証的因子分析、多母集

団分析などが様々な分野で用いられている。宗教の領域でも同じような分析が可能

であり、Richards and Davison は、Kohlberg の６段階からなる moral development 
theory が、信仰に影響されず、普遍的で不変なものかを DIF 分析としてのログリニ

ア分析を用いて検証した (Richards and Davison 1992)。しかし、宗教の領域で、こ

れらの分析手法を用いた計量的分析はあまりみられない。

7）  なお、このデータにおいては、non-uniform DIF でなかった項目 23 項目をさらに精

選し、12 項目を用いて 3 因子構造が日米共通の構造として抽出される。その結果の

詳細については、別稿で報告する。
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8）  ムスリムの多い国としてはサウジアラビアをはじめ、北アフリカ、中央アジアの国々

が対象として考えられるが、インターネット調査の実施という点で可能性があるの

は、トルコとインドネシアであった。トルコはイスラム教圏の中では世俗化している

国といわれているが、世界価値観調査や ISSP 調査に参加しており、それらの調査に

よる宗教に関わるデータとも今後比較することができるため、トルコを対象とした。

9）  東アジアからは人口からみても社会経済的な影響から考えても、中国を対象とすべき

であると考えられるが、宗教に関する社会調査実施が難しいという点で中国は対象と

しなかった。

10） 英語に関しては、ネイティブのアメリカ人と十分にチェックを繰り返した。その他

の言語については、トルコ人の宗教研究者にチェックしてもらった他は、翻訳会社の

担当者に複数回にわたって疑問点を確認しながら翻訳した。なお、翻訳を依頼した翻

訳会社はこれらの言語がすべて扱える、創業から 50 年以上の大手の翻訳会社である。

11） その他の詳細な回収状況は川端 (2016) を参照。

12） 61 項目について、尖度や歪度を確認したが、極端に歪んだ分布ではないことを確認

している。

13） 8 カ国全体で、欠損値があるケースはすべて除いた（リストワイズ）では、ケース数

は 1,971 と減少するが、ペアワイズの場合と同じく、適合度は悪くはなかった。

14） 他の方法で共通性を抽出する分析ができないかを検討し、8 カ国のデータをまとめて、

ラッシュモデルで分析するという方法を考えた。ラッシュモデルは、確率モデルであ

るロジットモデルの一種であり、項目応答理論のもっとも単純な一母数モデルであ

る。ラッシュモデルについては、以下の文献を参照（静 2007, 豊田 2012, 2013, Von 
Davier 2016 など）。ラッシュモデルの結果を用いて、2016 年調査の質問文を選んで

いる。ラッシュモデルによる分析結果については、別稿で検討したい。
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Religious commonalities on measurement: Details of three Internet-based 
surveys 

Akira KAWABATAAWABATA

This study is a multi-year cross-cultural examination of religious commonalities. Although 
tremendous differences exist between East Asian and Western religious cultures, common cross-
cultural elements transcend their respective cultural contexts. This study employed three Internet-
based religious belief surveys. The fi rst survey, conducted in 2010 in the United States and Japan, 
consisted of 100 questions. The second survey in 2014 consisted of 186 questions, including some 
selected from the fi rst survey and was administered in the following eight countries: the United 
States, Italy, Russia, Turkey, Taiwan, India, Thailand, and Japan, where Protestant, Catholic, Greek 
Orthodoxy, Islam, Taoism, Hinduism, Theravada Buddhism, Mahayana Buddhism, and Shinto 
represent the world’s religions. The third survey, conducted in 2016 in 8 countries, consisted of 90 
questions. Survey data analysis found one common dimensional structure in eight countries. 

The first and second survey results allowed researchers to detect questions to show 
commonalities between the United States and Japan, and within the eight countries. While using 
differential item functioning (DIF) analysis detects common items, it proved to be so sensitive 
that it misses the most possible detectable commonalities when using multiple target countries. 
Constructing a probability model structure enabled all third-survey data items to be analyzed 
simultaneously. 

Although cultural backgrounds differ, the results show that the eight countries share a single-
dimensional structure of various religious belief items. We are planning the next survey and expect 
to have a wider structure including common items of morality and mentality. The wider structure 
might be also one-dimensional or two-dimensional at most.


